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1976年10月に四人組が粉砕された後，翌77年８月12～18日に開催された党第11回
全国代表大会における「第一次文化大革命」の終結宣言に先行する同年６月，国務
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?広島経済大学経済学部教授
院には財貿小組が設けられた。主要任務は，党中央と国務院を助け，財貿活動の具
体的路線，方針，政策を調査研究し，新たな意見を提出すること，また，財貿部面
において“大寨に学ぶ”，“大慶に学ぶ”大衆運動を組織することに置かれ，党中央
と国務院内部の事務処理事項を助ける内部機構とされた。同年８月３日国務院は国
家計画委員会の「関于加強物価工作的報告」を批准，物価の管理権は中央に帰する
ことを関連部門に通達し，中央の統一指導と地方各級の分級管理の原則を厳格に守
り，管理権限に応じて処理すべきこととした。この活動の指導を強化するため，国
務院に国家物価総局が設置され，国家計画委員会が同局を代理管理することとなっ
た。
同年９月18日には，全国の科学技術の指導を強化するために，国家科学技術委員
会
(65)
が設置された。
主要任務は，以下の通りである。
① 科学技術活動の方針，政策の執行状況を調査研究し，党中央と国務院に報告，
建議する。
② 国家計画の構成部分をなす全国の科学技術発展長期計画と年度計画を編成し，
実施状況を検査する。
③ 各部門の参加を要するような重大な科学技術研究任務の分業と協調を組織し，
軍用科学技術研究と民生用科学技術研究の間の調整をはかる。
④ 重要な科学技術研究の成果，発明創造の評定，奨励とその応用を推進する。
⑤ 科学技術陣の養成・水準の向上と管理・使用問題を研究し，組織的に解決す
る。
⑥ 科学研究活動上の条件（情報，書籍，科学研究用機器・計器・設備，科学試作
等）を研究し，組織的に解決する。
⑦ 国外にいる専門家の帰国と帰国した場合の活動の世話，外国籍科学者の短期招
聘への取り組み
⑧ 対外科学技術活動（招聘と派遣，調査，国際学術活動等への参加）の組織化と
協調
同年９月末から10月にかけて，国務院の国防工業弁公室はその名前は残すものの，
軍隊内に編成替えされ，国務院と中央軍事委員会の指導を受けるも，軍事委員会の
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? 1956年国家技術委員会が設立され，58年科学技術委員会と国務院科学規画委員会が合
併して科学技術委員会に編成替えされ，70年中国科学院に編入された（蘇 堯主編『中
華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』，経済科学出版社，1993年，560～561頁）。
指導を主とすることとされた外，党中央に中央宣伝部が設けられ，党中央の国務院
に所属する文化部，新華社，中央放送事業局，国家出版局，外文出版局，社会科学
院に対する具体的指導に協力することとされた。
同年11月に出された「銀行活動の整頓と強化に関する規定」では，人民銀行は全
国の貸付，決済及び現金業務の中心とされ，銀行活動の集中と統一を堅持して，そ
の方向で十分に指揮し，政策と制度が十分に効果をあげられるよう銀行活動の系統
を建設しなければならない。人民銀行の活動は，本行と省，市，自治区革命委員会
の二重指導とし，業務上は本行の指導を主とし，統一政策，統一計画，統一制度，
統一資金配分，統一貨幣発行を行う。党の活動と政治活動は地方の指導を主とする。
人民銀行本行は国務院の部・委員会と同等の一級の単位として，財政部とは分離し
た独立単位とすることが定められた。
1977年５月には，中国科学院哲学社会科学部は中国社会科学院と改められ，中国
科学院と同等，部・委員会という一級単位に相当する地位とされた。
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第２図 1975年末における国務院の機構
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出所：蘇尚堯主編『中華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』経済科学出版社，1993
年，120頁。
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部・委員会機構 弁公機構 直属機構
1977年末までに，国務院には56の部門機構（31部・委員会，20直属機構，５事務
機構）が設けられた
(66)
。
1978年には，正常な政治経済関係の回復と新たな模索の中で，国務院機構の再編
成がはかられた。今本稿の課題との関連でみると，民生部，国務院僑務弁公室，国
務院香港・マカオ弁公室，国家編成委員会が増設され，国家計画委員会からの国家
経済委員会及び国家統計局の分離独立，農林部から国家林業総局，国家農墾総局，
国家水産総局が国務院直属機構として分離独立，第四機械工業部から国家放送・テ
レビ工業総局が国務院直属機構として分離独立，軽工業部から紡織工業部が分離独
立，商業部から中央工商行政管理総局が国務院直属機構として分離独立，石油化学
工業部から石油工業部と化学工業部が分離独立，国家標準計量局から国家標準総局
と国家計量総局が国務院直属機構として分離独立，従来外交部の指導下にあった中
? 蘇 堯主編『中華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』，経済科学出版社，1993
年，53～55頁。
? 同上書，55～62頁。
出所：第２図と同一書，122頁。
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直属機構弁公機構部・委員会機構
国旅行・遊覧事業管理局と外国専家局が国務院直属機構と改められ，国務院政治研
究室が国務院研究室と改称，供銷合作総社（購買販売協同組合）を国務院の部門機
構の序列に組み入れるなどである。1978年末までに，国務院には76の部門機構（37
部・委員会，32直属機構，７弁公室）が設けられた
(67)
。
この時期，プロレタリア文化大革命・四人組期における異常ともいえる国務院機
構（それとても十全に正常に機能してはいなかった）は，先ずは正常化と，これに
もとづく国内社会経済発展条件の醸成と，これに合わせた積極的対外経済政策（こ
の内的関係が相互に正確に認識され，組織されていたか否かは別として）を推進す
べく，漸次機構整備がはかられていった。しかし，依然として根底には戦争の危険
性に対する認識が置かれていたから（すなわち世界戦争に備えた抗戦準備体制を敷
いている必要性が有るということである），従来の全体的体制の大枠はそのままの状
態であった。
２ 1979年からの新たな編成
1978年12月の党第11期中央委員会第３回全体会議での，近い将来における世界戦
争勃発の必然性に対する認識の相対化に合わせて，専ら指令性計画に重点を置いた
従来の経済運営が漸次弾力化されてくるようになった。これに合わせて，社会経済
発展計画管理機構も新設されたり，編成が改められるようになった。新設は新たな
部面での活動を積極的に推進していくための体制整備と活動内容の編成と実行のた
めのものであり，再編は新たな課題に対処するための調整である。今日改革と開放
政策は，党第11期３中全会で両者が対等両輪の関係として打ち出されたかのように
受け止められているが，実はこの段階では対外開放は改革に内包される一環として
の位置づけになっている点は，ここで確認しておく必要があろう
(68)
。
1979年末における国務院の機構の構成は第４図の通りであるが，以下本稿の内容
と直接に関連する部分について，若干の説明を加えておきたい。
?財政経済委員会>
1979年７月１日第５期全国人民代表大会常務委員会第９回会議において提案され
設置された。財政経済委員会は建国の直前1949年９月から54年９月（第１期全国人
民代表大会第１回会議における「中華人民共和国憲法」と?中華人民共和国国務院組
織法?の成立によって廃止）まで設置されていたことがあった。財政経済委員会は建
国とか重大な国家転機に際して，党中央及び国務院が新しい方針に向けて体制を建
? 拙著『中国の対外経済論と戦略政策』，溪水社，2006年，170頁。
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立するとか，従来の体制を打破して新体制の編成を断行しなければならないような
事態の下で設置されるもののようである。財政経済委員会は経済全局を統一的に統
括管理する最も上位に位置する機関である。国家計画委員会，国家経済委員会，国
家基本建設委員会，国家農業委員会，国家科学技術委員会，国防工業弁公室，人民
解放軍国防科学技術委員会，外国投資管理委員会，輸出入管理委員会，機械工業委
員会
(69)
，各部などは，すべて財政経済委員会の統一指導下に入れられる
(70)
。1981年３月
出所：第２図と同一書，123頁。
国務院弁公室
国務院国防工業弁公室
国務院財貿小組
国務院僑務弁公室
国務院港澳(香港･マカオ)弁公室
国務院政工小組
第五機械工業部
第六機械工業部
第七機械工業部
第八機械工業部
農業機械部
煤炭（石炭）工業部
石油工業部
化学工業部
電力工業部
地質部
建築材料工業部
紡織工業部
軽工業部
鉄道部
交通部
郵電部
財政部
中国人民銀行
商業部
粮食部
全国供銷合作総社
文化部
教育部
衛生部
国家体育運動委員会
外交部
国防部
国務院財政経済委員会
国家計画委員会
国家経済委員会
国家農業委員会
国家基本建設委員会
国家科学技術委員会
外国投資管理委員会
輸出入管理委員会
国家民族事務委員会
公安部
民政部
司法部
対外貿易部
対外経済連絡部
農業部
農墾部
林業部
水利部
冶金工業部
第一機械工業部
第二機械工業部
第三機械工業部
第四機械工業部
国務院
第４図 1979年末における国務院の機構
国家労働総局
国家物資総局
国家物価総局
国家統計局
中国民用航空総局
国家海洋局
中央気象局
国家水産総局
国家測量総局
国家建築工程総局
国家城市建設総局
国家機械設備成套(プラン
ト)総局
国家儀器･儀表工業総局
国家広播･電視(ラジオ･テ
レビ)工業総局
国家電子計算機工業総局
国家医薬管理総局
国家地震局
国家標準総局
国家計量総局
中国農業銀行
国家外 管理総局
中国人民建設銀行
工商行政管理総局
新華通訊社
中国広播（放送）事業局
国家出版局
国家文物事業管理局
外文出版発行局
国家編制委員会
中国文字改革委員会
中国旅行･游覧(観光)事業管理局
国務院外国専家局
国務院科技干部局
国務院宗教事務局
国家 案局
国務院参事室
国務院機関事務管理局
毛主席紀念堂管理局
? 機械工業委員会は1980年２月に設置された（前掲書，287頁）。
? 蘇尚堯主編『中華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』，経済科学出版社，1993
年，159頁。
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直属機構弁公機構部・委員会機構
第５期全国人民代表大会常務委員会第17回会議の決議にもとづき，国務院が直接財
政経済管理活動と効率を高めるのに有利なように，国務院財政経済委員会は廃止さ
れた
(71)
。なお，1977年６月に設立された国務院財貿小組の活動は，多くが財政経済委
員会によって行われるようになり，1982年５月第５期全国人民代表大会常務委員会
第23回会議で承認された「国務院部・委員会機構改革実施法案」に基づき，国家経
済委員会に統合された
(72)
。
?国家計画委員会>
1980年２月国務院弁公室が出した「関于国家計委的職責範囲和工作方法的通知」
によると，国家計画委員会は国務院と財政経済委員会の統一指導の下に，各部門，
各地方工作の基礎にもとづき，総合バランスに集中的に全力を尽くし，国民経済発
展長期・中期・年度計画を策定し，特に中期計画（５ヵ年計画）の原案策定を重点
的任務とする。上述の国家経済委員会，国家基本建設委員会，国家農業委員会，国
家科学技術委員会，外国投資管理委員会，輸出入管理委員会，機械工業委員会が設
けられたことを受けて，従来国家計画委員会が担当していた多くの任務は，これら
委員会が分担して行う。それまで国家計画委員会が担当していた農業生産手段の分
配は国家農業委員会に，外貨バランス・輸出入管理・加工組立弁公室の業務は輸出
入管理委員会に移され，映画・テレビ工業弁公室は廃止された
(73)
。この時期の国家計
画委員会の任務は以下のようである。
① 国民経済発展の方向，相互の比例関係と発展速度と関連方針と政策の研究
② 蓄積と消費のバランス，生産・建設・人民生活の間の関係の研究
③ 生産力の合理的配置，地域配置と大中小都市の配置の研究
④ 技術進歩の経済発展に対する影響，国民経済における先進技術採用問題の研究
⑤ 国家投資と外国借款を利用して推し進める重要な建設プロジェクト建設条件，
爾後の生産条件と経済合理性の審査
⑥ 生産，建設，流通領域における経済効果を向上させるための重要な措置の研究
⑦ 国際経済の研究の上に立って，外国資金，技術，世界市場の利用によって，中
国経済発展促進の道筋と重要な措置を策定すること
⑧ 地方と部門計画活動の指導とその計画の審査を行い，末端基層経済活動単位間
（塊塊），上部下部縦系統間（条条），末端基層経済活動単位と上部下部縦系統
? 同上書，同上頁。
? 同上書，375～376頁。
? 同上書，同上頁，164～165頁。
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との間（条塊）の組織的調整
⑨ 各地区，部門計画の執行状況の検査
⑩ 科学的計画方法の研究と採用により，計画体制の改善をはかること，計画活動
をおこなう幹部の組織的訓練・育成・指導
1981年時点における国家計画委員会は，弁公庁，政策研究室，経済条法弁公室，
国民経済総合計画局，基本建設総合計画局，農林水利計画局，軽紡工業計画局，燃
料動力工業計画局，原材料工業計画局，機械工業計画局，国防工業計画局，交通運
輸計画局，地区局，財政金融計画局，商業外貿計画局，外事局，科学技術文教計画
局，幹部教育局の18機構から構成されている。
1982年国務院の機構改革の中で，国家農業委員会と国家基本建設委員会が撤廃さ
れ，農業の地域計画と国土計画業務は国家計画委員会に移管された。国家計画委員
会の主要業務は，党と国家の方針にもとづき，国民経済社会発展中・長期計画と年
度計画を編成し，総合バランスの任務を担い，計画の執行状況に対して監督・検査
を行うこと，併せ全国基本建設活動の組織と調整の任務を負うこととされる。
① 国民経済社会発展中・長期計画と年度計画草案の編成
? 国民経済社会発展の方向，目標，成長速度と生産力配置
? 国民所得の成長と分配，主要農工業品の生産量，交通運輸量，社会商品小売総
額
? 固定資産投資規模・使用方向，一定の額以上の技術改造，大中型基本建設プロ
ジェクト
? 商品・物資の買付，分配，割り当て量
? 総合財政収支，貸付バランス，貨幣発行量
? 国際収支，輸出入総額と主要商品輸入量，外資利用，技術導入とプラント輸入
規模・重点・一定額以上のプロジェクト，その他の外貨使用プロジエクト
? 教育，科学技術，文化，衛生，社会事業発展の主要な要求と重要科学技術発展
項目
? 人口成長率，労働者・職員規模と賃金総額
? 価格，租税，貸付等の経済的梃子を運用する具体的案件と重要措置
? 経済効率の実態的重要技術指標
② 国務院の各部門，各省，市，自治区の計画活動の指導と，総合バランスを睨ん
だそれら草案の審査・確定と調整
③ 各部門，各地区の計画の執行状況の検査：年度計画の中で調整の必要な場合，
国家経済委員会，その他の主管部門と検討，調整のための意見を提出
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④ 経済，科学技術，社会発展の中における重大問題と方針，政策の研究，経済各
構成領域各構成と農業領域各構成の組織編制
⑤ 大中型プロジェクトの実証研究，フィージビリティ研究報告を組織的に行うこ
と，また実行任務書の審査・批准
⑥ 基本建設に関連した方針，政策，規則制度の草案の研究，各部門・各地区の基
本建設計画実施の検査と協調の組織，大中型プロジェクトの工場設定地の判定
と批准・審査，第一次的実行素案と概算，国家重点プロジェクトの竣工と検
収，建設工事に関する国家の規準・規範・定額の制定と公布，全国的な調査設
計・施工活動の統一計画手配と指導
⑦ 各部門，各地区の国土保全活動の組織と調整，国土保全の方向・目標の研究，
国土開発・利用・管理，保護計画の組織的編成，同方針・政策・関連法令など
の研究
⑨ 計画管理体制・規則制度・計画方法・計画指標体系の研究，経済体制改革問題
への参画・研究，統一的国民経済計算制度の構築のための関連部門の組織活
動，計画活動幹部の訓練の組織的活動と指導
1983年２月３日の国務院弁公室の通知によって，元の国家基本建設委員会の国家
経済委員会に合併された基本建設業務は，さらに国家計画委員会に移された（基本
建設総合局，設計管理局，施工管理局，重点建設一局，同二局，設計検査局，基本
建設標準定額研究所が国家計画委員会に合併，中国国際建設諮詢公司は国家計画委
員会の指導下に入れられた
(74)
）。
1983年３月15日国務院弁公室よって，国家計画委員会と国家経済委員会の技術改
革と技術進歩活動の分業に関する意見が出され，両委員会は現有企業の技術改造と
技術進歩活動を強化するため，共同研究して，技術改造計画の手順，方法について
具体的規定を作成した
(75)
。
?国家経済委員会>
1978年４月第５期全国人民代表大会第１回会議の決定によって設立されたが，主
要な任務は以下の通りである。
① 党中央の工業，交通工作に関する路線，方針，政策，実証研究を行い，その総
括にもとづき，タイムリーに中央，国務院に状況を報告し，意見を提出する。
②“工業は大慶に学ぶ”という，また大慶式企業普及運動を組織的に展開する。
? 同上書，165～166頁。
? 同上書，166頁。
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③ 工業，交通の年度生産計画を組織的に実行し，工業生産と交通運輸の配置を指
揮する。
④ 工業管理と企業管理活動を取り仕切る。
⑤ 現有企業潜在力を掘り起こし，革新，改造，技術革新，新技術を押さえ，この
面の活動を推進する。
⑥ 専門的分業と協業の原則に則り，工業の整頓，特に機械工業と関連部門を組織
し，国民経済各部門に先進的技術の装備を提供する。
⑦ 工業による農業支援を組織的に行う。
国家物資総局は国家計画委員会によって代理管理されるが，年度計画の組織的実
施のために，物資の配置は国家経済委員会の責任とする
(76)
。
この時の国家経済委員会の内部機構は，弁公庁，調査研究室，“工業は大慶に学ぶ”
弁公室，農業支援弁公室，生産総合局，生産調度局，軽工業局，交通局，燃料動力
局，重工業局，機械局，技術局で構成されていたが，同年９月経済幹部教育局，職
員労働者教育弁公室が増設され，また国務院に口岸指導小組が設置されたのにとも
ない，国家経済委員会内に通商港弁公室が増設され，日常業務を取り仕切るように
なった。
1982年５月，第５期全国人民代表大会常務委員会第23回会議で承認された「国務
院部・委員会機構改革実施法案」に基づき，国家経済委員会，国家農業委員会，国
家エネルギー委員会，国家機械委員会，国務院財貿小組，国家基本建設委員会の一
部の部局を合併して新たに国家経済委員会が編成された。また，建築材料工業部が
改められて国家建築材料工業局として，元国務院直属の国家標準局，国家計量局，
中国特許局がいずれも国家経済委員会の指導下に入れられた。拡大された国家経済
委員会の職権と業務の範囲は，国家の日常経済活動を統一集中的に指揮することと
された。国民経済年度計画の執行状況の督促・検査，農業，工業，基本建設，鉄道・
交通，財政金融，国内商業・貿易の各部門の当年の経済技術活動の中で組織的に調
整を要する事項は，国家経済委員会が統一的に任務に当る。また，国家経済委員会
は，当年の国家の経済体制改革の業務の組織的実施も担当することとなった。
国家経済委員会の主要な職責は以下の通りである。
① 国家計画委員会の編成する国民経済年度計画に参画し，各部門・各地区の実行
する年度計画の督促・検査を行い，農業，工業，技術改造，交通・郵便・電
信，財政金融，国内商業・貿易，物資，物価，省エネ等の面の年度経済技術活
? 同上書，172頁。
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動における重大問題を調整し，解決をはかる。生産，運輸，重要物資の割り振
りの任に当たる。各部門・各地区の組織的な定期的活動分析と経済効果を公表
する。
② 国民経済年度計画執行中における調整工作の任にあたる。国務院に報告，批准
を必要とする重大な調整については，国家計画委員会と共同検討し，意見を提
出する。
③ 国家計画委員会と共同で国有企業の技術改造（設備更新，技術導入，技術開発
を含む）の中長期計画を編成する。国家計画委員会と共同して，国家財政から
の支出，減価償却基金，銀行の専用貸付による技術改造プロジェクトの計画と
管理を盛り込んだ当面の計画と実施案を組織的に編成し，審査・批准のうえ下
達する。また，この内一定額以上のプロジェクト（1,000万元以上）の企画と
第一次的設計については，国家計画委員会と共同で審査・批准する。
国家が統一的に行う技術開発費用の組織的割り振りは国家経済委員会が行
う。この内国家経済委員会が担当する国家の重点的突破プロジェクトは，国家
経済委員会が組織して，審査・批准し，国家計画に組み込み下達する。技術開
発プロジェクト（新産品の試作，新技術の普及と導入技術の消化，吸収等を含
む）は，国家計画委員会の定めた資金計画の額度内で国家経済委員会が組織
し，審査・批准の後下達する。
④ 比較的短期に当面の国民経済建設に役立つ科学技術突破プロジェクトを実施
し，督促，検査して，必要とされる経費，儀器，物資の管理と配分を行う。ま
た，関連プロジェクトに対して調整活動を担当する。
⑤ 各主管部門が実施する申請品の試作や新工芸の研究テストを組織し，生産面に
おける科学技術成果のチェック，登録，普及，奨励活動を行う。
⑥ 各部門・各地区の製品，建設，交通，郵便・電信，サービス等の質の管理を行
う。
⑦ 全国的な統一配置に合わせて，関連部門と地区で経済体制改革活動を組織する
（産業・業種の調整・改組，流通チャネルの調整，企業連合の組織化，企業性
を具えコンサルティング的サービスを行う専業・連合公司の立ち上げ，港湾の
増設，国家計画委員会，財政部と共同で企業の隷属関係の変更を審査・批准す
ること等を含む）。
⑧ 総合的な経済・技術法規，国家基準，規範等の起草，制定，公布を行う。ま
た，関連部門と協同してこれらの実際上の実行を推進する。
⑨ 国家科学技術委員会と共同して科学技術成果の応用計画を編成し，関連部門と
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地区における実施を組織する。また，重要技術成果を普及するための専用補助
費用の管理分配を行う。
⑩ 各部門と各地区の省エネ活動を組織する。
? 国家計画委員会と協同して外資利用及びプラント輸入計画を編成する。対外経
済貿易部と共同で現有企業の技術改造と技術進歩に関連した国家外貨使用の
限度額（総投資額1,000万元）以下のプロジェクト提案書及びフィージビリテ
ィ研究報告の審査・批准と下達を行う。導入技術の消化，吸収，普及活動を行
う。さらに，機械・電気製品輸出協調活動を組織する。
? 国家計画委員会，国家科学技術委員会と協同して研究の上，科学技術発展計画
と重点科学技術突破プロジェクトを編成する。
? 国防科学技術工業委員会，国家計画委員会に参画して，国防工業生産と科学技
術中長期計画を編成する。また，国防科学技術工業委員会，国家計画委員会に
参画して，電子工業，造船工業の軍事的装備と民生用工業の国防建設用部分の
年度生産・科学技術・輸出計画を編成し，関連技術施策のための費用の割り振
りと管理を行う。
? 国家科学技術委員会と協同して，各部門・各地区の新設する独立の科学研究機
構（特別重要なものについては国務院の審査・批准を要する）の審査・批准を
行い，現在の科学研究機構の調整と改組を進める。
? 関連部門と協同して市場の動向を予測し，統一的に市場配置を行う。
? 各部門・各地区と協同して，企業の整頓，経営管理の改善を進め，経済責任制
を完備したものにする。
? 各部門・各地区と協同して検討し，企業の思想・政治工作を強化する。
? 各部門・各地区と協同して，経済管理担当幹部の教育と労働者の育成活動を進
める。
? 各部門・各地区の中央財政経済指導小組，国務院常務会議の経済活動に関する
決定の執行を督促，検査する。また，中央と国務院の指示事項を一括処理す
る。
? 国家経済委員会は，建築材料工業局（以前の建築材料工業部が改められた），
国家医薬管理局，国家計量局，国家標準局，中国特許局，中国シルク公司，中
国放送総公司，経済日報，若干の研究所の管理に当る。また，国家物資局，国
務院港湾・通商港指導小組弁公室，全国職員・労働者教育管理委員会弁公室，
国務院電算機・LSI指導小組弁公室を代理管理する
(77)
。
国家基本建設委員会は一時的に国家経済委員会に合併されたが，その後この業務
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は国家計画委員会に合併・統合されたことについては，上段ですでに述べた通りで
ある。
?国家基本建設委員会>
国家基本建設委員会は1965年から設置されているが，党第11期３中全会以後，党
の基本方針が経済建設に移されたことを受け，79年２月国務院は，国家基本建設委
員会の「国家機械設備プラント総局設立に関する申請報告」を批准し，第一機械工
業部に属する機械設備プラント局を国家機械設備プラント総局と改め，国務院直属
の国家の重点基本建設プロジェクトの設備プラント専門機構とし，国家基本建設委
員会にこれを代理管理させ，国家基本建設の大規模な必要に応えるようにした
(78)
。
1981年４月国務院は，国家機械委員会と国家基本建設委員会の「国家機械設備プ
ラント総局の指導体制の改変に関する報告」を批准し，党中央の国民経済に対する
更なる調整の方針に基づき，基本建設はぐっと後退させ，機械工業は現有企業を基
礎として調整，改組，改革を進める。機械設備プラント業務の改善を機械工業の調
整，改組・改革と密接に結合していくために，同年４月15日から国家機械設備プラ
ント総局は，国家基本建設委員会の代理管理から国家機械工業委員会を主とする共
同代理管理に移された。1982年５月国家基本建設委員会は撤廃され，その一部の業
務と機構（総合局，設計局，重工業局，燃料動力局，化工・軽工業局，交通局，国
防軍事工業局，施工局の一部）は国家経済委員会に移され，国土局は計画委員会に，
設備材料局，建築工程機械局は都市・農村建設環境保護部に入れられた
(79)
。翌1983年
２月３日国務院は，全国の基本建設活動の統一指導と管理を強化するために，元の
国家基本建設委員会を国家経済委員会に合併した機構，人員，その主管基本建設業
務を改めて国家計画委員会に統合することを決定した
(80)
。
?国家農業委員会>
1979年２月第５期全国人民代表大会第６回会議の決定にもとづき，農業活動全般
に対する指導を強化するために，国家農業委員会が設立された。同年５月３日党中
央と国務院の出した「国家農業委員会の任務と機構に関する通知」によれば，国家
農業委員会の主要任務は以下のようである。
① 党の農業発展路線の執行を貫徹するために，国内外の農業現代化の経験の調
査研究をを行い，適宜農業生産建設の状況と問題点を明確にし，農業発展の方
? 同上書，172～174頁。
? 同上書，180頁。
? 同上書，74頁，180頁。
? 同上書，180頁。
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針，政策，法令，措置を党中央と国務院に報告し，意見を提出する。
② 国家計画委員会及び関連部門と共同で，以下の項目の策定を行う。農業現代化
の長期計画と配置，各項目にわたる農業建設（商品穀物，経済作物，林業及び
畜産・牧業生産基地，重大な水利資源の開発と利用，大規模開墾事業，農業科
学研究と農業教育事業）と農業用建設発展計画，農業生産と農業生産手段の年
度計画
また，各項目計画の執行状況を検査し，党中央と国務院に報告する。
③ 国家の農業用資金（基本建設投資，農業用工業投資，農業事業費，貸付）及び
各種物資の統一計画と配分を担当する。また，関連単位と各地の資金，物資の
使用を監督し，その経済効果を検査する。
④ 農業科学研究と教育事業の指導を強化し，体制改革を研究して重要な措置を決
定する。
また，外国との農業科学技術交流，合作プロジェクトを審査・決定する。
⑤ 農業各部門間，農業部門と他の部門間，中央の農業部門と各地方の間の協調，
調整活動を行う。
⑥ 各省，市，自治区農業委員会或いは相応機構の活動を指導し，農業部面のその
他重要問題の解決をはかる。
国家農業委員会は国務院の農業建設指導の執行機構であり，同時に党中央が委託
した農村活動任務も取り仕切る。委員会委員は農業，林業，水利，開墾，農業機械，
気象，供銷合作社，農業銀行等の主要な責任者が兼任し，若干名の専任委員と顧問
によって構成される
(81)
。
1982年５月，第５期全国人民代表大会常務委員会第23回会議で承認された「国務
院部・委員会機構改革実施法案」に基づき，国家農業委員会の大部分の部局は新た
に国家経済委員会に統合された。政策研究活動部分は中央書記処農村政策研究室に
編入，資源調査と農業区画弁公室は国家計画委員会に組み込まれた。同時に，国務
院に中国農村経済発展研究センターが設立された
(82)
。
?国家科学技術委員会>
国家科学技術委員会が設置されて以後，国家標準計量局は国家科学技術委員会と
国家計画委員会によって代理管理されるようになり，1979年１月国務院科学技術幹
部局が復活され，同委員会の代理管理となった。1982年の国務院の機構改革の中で，
? 同上書，373～374頁。
? 同上書，374頁。
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国家科学技術委員会固有の主要任務は以下のように定められた。
① 中国の科学技術発展の方針と政策を研究し，重要な科学政策と技術政策を提出
して，実施状況を調査し，党中央と国務院に報告し，建議する。また，科学技
術に関する法規，条例，制度等について起草，計画・制定する。
② 国内外の科学技術の発展趨勢と方向，科学技術の社会経済発展に対する影響の
予測活動を行い，優先的発展領域と重要な研究課題を提起する。
③ 国家計画委員会と共同で科学技術の中長期計画，年度計画，重点突破プロジェ
クト計画を制定し，国家の科学技術費用の分配と管理を担当する。
④ 国家の定めた特別重要な新製品と科学技術成果，議論のある重要な科学技術プ
ロジェクト・成果に対して，関連面での論証，評価，鑑定を組織的におこな
う。また，国家計画委員会と協同で，一定の金額以上の技術導入，外資利用，
プラント輸入に対して諮問なり論証を行う。予測なり論証の必要な特別専門的
プロジェクトの経費を取り仕切り，割り振りを行う。
⑤ 国家の科学技術計画における新開拓に係わり，比較的長期的な新興科学技術の
重点プロジェクトに対し，組織的に協調，力を結集して，その突破，督促，検
査をおこない，プロジェクトに応じて必要な経費と物資を管理する。また，国
家計画委員会や国家経済委員会等の部門と協力して，科学技術成果の普及応
用計画を制定する。
⑥ 重要な自然科学の基礎研究，関連科学技術研究，科学技術管理面での基礎的か
つ総合的活動の協調を組織する。
⑦ 科学技術の体制改革と管理活動を研究する。全国の科学研究機構の配置を検討
し，現在の科学研究機構の調整・整頓を組織的に行い，新設する独立の科学研
究機構の審査・批准を担当する。また科学技術を管理する幹部の教育・訓練活
動を組織し，推進する。
⑧ 科学技術情報，図書，情報処理，分析・テスト，大型精密儀器等の活用に対す
る科学技術サービスと科学技術条件活動の組織的協調を担当する。
⑨ 国家の「発明奨励条例」と「自然科学奨励条例」，「科学技術保密（漏洩防止）
条例」業務を実行する。また，技術輸出の審査・批准を担当する。科学技術成
果の登録，奨励，判定等の業務を担当する。
? 国外の科学技術動態の調査研究をおこない，国際的な科学技術交流と合作事務
事項（ソ連，東欧，第三世界諸国間の科学技術合作を除く）の協調・組織化を
はかり，国家科学委員会が国家を代表して外事活動をおこない，外国駐在科学
技術機構の指導及び管理，国外駐在科学技術幹部の派遣，調整を担当する。
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1982年６月段階における内部機構は，弁公室，科学技術政策局，発展予測局（85
年総合局に改められる），基礎研究・新技術局（85年新技術局に改められる），重点
突破技術協調局（85年工業技術局に改められる），科学管理局（85年科学成果局に改
められる），条件財務局，国際科学技術合作局から構成されている。
なお，1984年従来労働人事部に所属していた科学技術幹部局が国家科学技術委員
会下の指導に組み入れられた後，人事局が増設され，科学技術研究所は科学技術情
報局と名を変え，同年科学技術委員会の下に国家核安全局が設置された
(83)
。
?輸出入管理委員会>?外国投資委員会>
1979年７月30日第５期全国人民代表大会常務委員会第10回会議は，輸出入，外貨
のバランス調整及び新技術導入に関する管理を強化するために，中華人民共和国輸
出入管理委員会と，外資系投資に関する管理を強化するために，中華人民共和国外
国投資管理委員会を設立することを決定した
(84)
。
1979年８月23日中共中央，国務院は「輸出入管理委員会，外国投資管理委員会の
任務と機構に関する通知」を発し，中華人民共和国輸出入管理委員会と中華人民共
和国外国投資管理委員会は同一機構とし，二つの名称をもつ形とした。その主な任
務は次のとおりである。
① 関連部門と協議し，輸出入貿易，技術導入，外資利用の発展及び対外経済合作
に関する方針，政策，条例，規則を制定し，経験を研究総括し，関連管理体制
の改革を進める。
② 国家計画委員会と協議し，輸出入，技術導入，経済合作，外貨収支の長期規画
と年度計画を審議，制定し，関連部門の活動の協調をはかり，計画の実施を検
査，督促する。
③ 関連部門及び各省，市，自治区を組織し，輸出拡大，外貨収入の増大に対し有
効な措置をとる。
④「中外合弁企業法」に基づいて，系統的に実施条例と関連管理弁法を制定し，
組織的に関連部門の企業共同経営の協議，契約と規定を審査・批准する。
⑤ 各部門，各地区の先進技術導入，外国資金利用及び先進設備輸入活動を統括管
? 同上書，562～565頁。
? 同上書，66頁，419～420頁，《当代中国》叢書編輯部編輯『当代中国対外貿易
（上）』，当代中国出版社，1992年，84頁。国家輸出入管理委員会が設立されて以後，いく
つかの省，市にも輸出入管理委員会或いは対外経済委員会等の対外経済貿易活動を主管
する機構が設けられた（《当代中国》叢書編輯部編輯『当代中国対外貿易（上）』，当代中
国出版社，1992年，89頁）。
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理する。関連部門における導入先進技術の習得，消化，研究，さらには発展状
況を検査し，国内製造能力と技術水準の向上を督促する。
⑥ 中国と外国政府の間の長期経済合作或いは長期貿易協定，協議を審議し，国務
院に報告，批准を申請する
(85)
。
当時の内部機構は，弁公室，総合局，外資管理局，輸出管理局，技術導入管理局，
条法局，調査研究室から構成されていた。その後，1981年までに合作局，借款弁公
室，対外経済貿易関連工場弁公室が増設された。
1981年９月，対外経済貿易活動を円滑に進め，管理体制改革を推進し，地方・各
部門の積極性を充分に発揮させ，国家輸出入管理委員会及びその党組織活動を強化
するために，対外経済貿易活動の管理の一本化，また，現在の各対外経済貿易機構
の調整，改組によって，党の路線，方針，政策を貫徹するために，党中央と国務院
は「関于加強対外経済貿易工作統一領導和帰口管理的決定」を発した。
① 国家輸出入管理委員会は，国務院が全国の対外経済貿易活動を統一的に管理す
る総合部門である。主要任務は，党中央と国務院の対外経済貿易に関する方
針，政策，指示の執行を貫徹し，関連単位がこれにしたがってきちんと活動を
行い，外交政策に沿って実行し，国民経済の調整と発展を進め，四つの現代化
の邁進を組織的に推進，検査，督促する。
② 国家輸出入管理委員会とその党組織は，党中央と国務院の指導の下，外国投資
管理委員会，対外貿易部，対外経済連絡部，国家外貨管理総局，中国銀行（人
民銀行と協同管理），海関総署，商品検験総局，国際信託投資公司，国際貿易
促進会の活動の管理を担当する。国務院のその他の部門，各省，直轄市，自治
区及び外国駐在対外経済貿易関連活動の統一管理と協調をはかる。
③ 統一指導，政治と経済の分離，簡素化，経費節減，効率の向上という原則に照
らして，現在の対外経済貿易機構の調整，改組を推し進める。国家輸出入管理
委員会の党組織は，周到な調査準備にもとづき調整と改組の案を提出し，中央
と国務院に報告の上，審査・批准の後組織的実施を担当する
(86)
。
1982年３月第５期全国人民代表大会第22回会議における「関于国務院機構改革問
題的報告」にもとづき，輸出入管理委員会，対外貿易部，対外経済連絡部，外国投
資管理委員会は合併し，新たに対外経済貿易部が設立された
(87)
。
? 蘇 堯主編『中華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』，経済科学出版社，1993
年，66頁。
? 同上書，420～421頁。
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?機械工業委員会>
1980年２月には，機械工業部門を統一的に組織的指導を行うために国務院機械工
業委員会が設立された。主要な任務は，すでに上段で触れたように，財政経済委員
会の指導の下に，機械工業部面における党の調整，改革，整頓，向上の基本方針及
び関連政策と技術政策を貫徹，執行するために，専業化と協業を結合していくとい
う原則に合わせて，統一的に計画し，合理的に調整，軍民結合，分業と協業を行い，
機械工業部面において組織的に製品の標準化，共通化を推し進め，機械製品の質の
向上（新製品，新技術の開発を含む）とプラント自給率を高め，四つの現代化を推
し進めることとされる
(88)
。同年12月国務院の通知によって，国務院機械工業委員会は
国家機械委員会と改められ，機械委員会は国務院の指導の下，機械工業の統一指導
と管理を統括する（電子工業も含む）総合部門とされる。第一機械工業部（代理管
? 同上書，421頁，《当代中国》叢書編輯部編輯『当代中国対外貿易（上）』，当代中国出
版社，1992年，85頁。
? 蘇 堯主編『中華人民共和国中央政府機構・1949－1990年』，経済科学出版社，1993
年，69頁。
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部・委員会機構 弁事機構 直属機構
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理する国家儀器・儀表工業総局を含む），第四機械工業部（代理管理する国家ラジ
オ・テレビ工業総局を含む），第六機械工業部，農業機械部の活動を管理する。ま
た，国防科学技術・工業管理機構と協同して，国防工業企業の民生用製品生産の割
り振りを行い，民用機械工業企業を組織して契約された国防科学研究，試作，生産
等の任務遂行を優先的に保証する。国務院のその他の部門の管理する民用機械製造
工業と各省，市自治区の管理する民用機械工業を統一計画し，協調活動を行う
(89)
。上
述したように，1981年４月国家機械設備プラント総局は国家基本建設委員会の代理
管理から国家機械委員会を主とする共同代理管理に移され，国家機械委員会所属単
位は，全国の機械工業の調整，改組，改革にしたがって，漸次専業化，企業化，独
立経営，独立採算，経済契約の方向へもっていくようはかられた
(90)
。その後，1982年
５月の国務院部・委員会機構の改革によって国家機械委員会は撤廃され，国家経済
委員会に統合，新たに編成替えされた
(91)
。
?国家経済体制改革委員会>
1982年５月４日第５期全国人民代表大会常務委員会第23回会議で承認された「国
務院部・委員会機構改革実施法案」に基づき，国務院に国家経済体制改革委員会が
設置され，全国の経済体制改革の全体デザインの素案の作成，全国の経済体制改革
活動の統一研究，計画指導に当ることとなった
(92)
。
? 同上書，71頁。
? 同上書，73頁。
? 同上書，74頁，289頁。
? 同上書，218頁。
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